
 

別紙12 

放射線の健康影響に係る研究調査事業 
令和６年度年度報告書 

 

研究課題名 
双葉町、大熊町における処理水、除去土壌、廃炉に関するリスク認知評価と、

リスクコミュニケーションおよびそれに資する環境放射能評価の推進 

令和６年度研究期間 令和６年４月１日～令和７年２月 28日 

研究期間 令和５年度～令和７年度（２年目） 

 

 氏名 所属機関・職名 

主任研究者 高村 昇 長崎大学原爆後障害医療研究所・教授 

分担研究者   

若手研究者   

 

キーワード リスクコミュニケーション、放射線リスク認知、処理水、除去土壌、環境モニタリン

グ 

 

本年度研究成果 

I 研究背景 

福島県双葉郡双葉町、大熊町はともに東京電力福島第一原子力発電所（福島第一原発）が立地する

自治体であり、処理水（トリチウム水）の海洋放出、除去土壌の減容と保管、さらには廃炉といった

他の自治体にはない多くの課題を抱えている。したがって両町の復興にはこれまで川内村や富岡町と

いった他の自治体で得られてきた科学的知見に加え 1-5)、これら特有な課題も見据えたアプローチが

求められる。また、国は帰還意向のある住民が帰還できるように重点的に除染を進める区域として、

2023 年 9 月に「特定帰還居住区域」を設定した 6)。住民が安心して帰還し、生活するためには、引き

続き実測結果に基づく情報提供が不可欠である。 

 
II 目的 

本研究の目的は、双葉町、大熊町において、中間貯蔵施設周辺や特定復興再生拠点といった住民の

関心が高いエリアの環境放射能評価や食品中の放射性セシウム濃度評価を通じた被ばく線量評価を

進めると同時に、処理水、除去土壌、廃炉といった住民の関心事と帰還企図、放射線健康リスク認知、

メンタルヘルスといった様々な因子がどのように関連しているのかを明らかにしていくことである。 

 
III 研究方法 
 食品中の放射性セシウム濃度の評価研究として、富岡町食品検査所の非破壊式放射能測定器にて

2018 年から 2023 年までの 6 年間で測定された自家消費食品 3,492 検体を測定年度、10 の食品カテゴ

リに分類し、それらの中央値から日本人の各食品群の摂取量目安における預託実効線量を算出した。

算出方法は預託実効線量（mSv）=放射能（Bq/kg）・年間摂取量（kg）・Cs-137 預託実効線量係数（mSv/Bq）

とした。 



 

さらに住民のリスク認知および健康評価を目的に富岡町、大熊町、双葉町の住民を対象としてアン

ケート調査を実施した。アンケートは各町の広報誌に同封して発送し、媒体での返送のほか QR コー

ドを読み込むことで Web 回答フォームから回答を得た。収集期間は 2023 年 12 月 1 日から 2024 年 1

月 31 日とし、合計で 1,590 件（富岡町：536 件、大熊町：580 件、双葉町：442 件）の回答を得た。最

終的に、白紙等の回答の不備のある 32 件を除いた 1,558 件を解析対象とした。本研究は長崎大学大学

院医歯薬学総合研究科倫理委員会の承認を得て実施した（許可番号：23081805）。 

 
IV 研究結果、考察及び今後の研究方針 

 富岡町の食品検査結果における最も高い放射性セシウム濃度を示した食品カテゴリは「きのこ類」

で、「きのこ類」が示した 6 年間の採取期間中の中央値は 397.1Bq/kg（2019 年）～1808.3Bq/kg（2021
年）であり、次いで「山菜類」の 61.8Bq/kg（2023 年）～132.3Bq/kg（2021 年）であった。一方で「魚

介類」、「野菜類」、「いも類」、「野菜類」は本邦における食品規制基準値である 100Bq/kg を超える検体

は少数であり、中央値は十分に低い値で推移していることが確認された。2023 年の各食品群の中央値

に基づき、これらの食品を一年間、毎日摂取したと仮定（各食品群の中央値を合計）した場合の預託

実効線量は、1-19 歳の年齢群で 0.07mSv、20-59 歳で 0.08mSv、60 歳以上で 0.12mSv と日本人の自然

放射性物質による内部被ばく線量と比較しても十分に低い値であった。きのこ類や山菜類は放射性セ

シウムを吸収しやすいことが先行研究でも明らかになっており 7-9)、本調査もそれらの知見を裏付け

る結果であった。今後はさらに大熊町、双葉町の検査データを用いた解析を実施する。 

 アンケート調査に回答した者の 68.7%が、出身地域が偏見の目で見られることへの心配（以下、偏

見への心配）を抱いており、福島第一原発が立地する町であること、帰還を悩んでいること、メンタ

ルヘルスが不良であること、放射線の健康影響があると考えていること、処理水の海洋放出への不安

を持っていることが偏見への心配と有意に関連していた。被災住民の多くが避難先で偏見や無理解を

経験したこと 10,11)が現在の認識にも依然として残っているものと考えられるが、放射線の影響に対す

る正しい理解を促進することに加え、ホープツーリズムをはじめとした観光資源の拡充と被災地の生

活環境の整備、福島県産品の販促拡大といった復興再生の取り組み 6)を知ってもらうことが重要であ

る。さらに本研究では、除去土壌に関する政府からの情報に対する信頼に関連する要因を明らかにし

た。結果、大熊・双葉町に中間貯蔵施設があることを受け入れていること、メンタルヘルス（HR-QOL 

SF8）が良好であることが、除去土壌に関する政府からの情報に対する信頼に独立してポジティブな

影響を及ぼしていること、一方、福島第一原発由来の放射線被ばくで遺伝的な影響が起こるというリ

スク認知があること、大熊・双葉町に原発があるということが町にネガティブな影響を与えると懸念

していることが独立して負の影響を及ぼしていたことが明らかになった。 

  
V 結論 

放射線リスクコミュニケーションに際しては、規制基準による判断以上に健康影響の視点が重要で

ある。食品検査の結果からは、実際に住民がこれら汚染された食品を毎日摂取するとは考えにくく、

それでも限定的な預託実効線量であった。また、富岡、大熊、双葉町住民の 68.7%が地元を偏見の目

で見られることに心配を抱いており、放射線の正しい理解の促進に加え、多岐にわたる復興再生への

取り組みが広く周知されることが重要である。また、大熊・双葉町に保管されている除去土壌の再生

利用、中間貯族施設に関する課題は引き続き検討が必要な課題であり、継続したリスク認知評価が求

められる。 
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